
  

  

 
 

平成２５年３月１日 

平成２４年度国立大学改革強化推進事業 採択決定！ 
 

                 国立大学法人長岡技術科学大学 

国立大学法人豊橋技術科学大学 

独立行政法人国立高等専門学校機構 
 

「三機関(長岡技術科学大学，豊橋技術科学大学， 

国立高等専門学校機構)が連携・協働した教育改革」 
～世界で活躍し，イノベーションを起こす実践的技術者の育成～ 

 
国立大学改革を促進させるためには，学長のリーダーシップにより，教育研究組織

の機能を強化するため、大学間の連合・連携などを推進することが必要です。 

本事業は，具体的な事業計画に基づき，これまでにない深度と速度で取り組む国立

大学法人に対し重点的支援を実施するため文部科学省の補助事業として，平成２４年

度に創設されました。 

今年度，１４事業が採択され，そのうちの一つが長岡技術科学大学と豊橋技術科学

大学及び国立高等専門学校機構が連携して行う本事業です。 

補助事業期間は平成２４年度から平成２９年度までを予定しています。 
 

本事業は，近年の急速なグローバル化による日本企業の海外進出とそれに伴う日本

国内の産業空洞化の課題に対応するため，整合した連続性を持つカリキュラムの下，

日本のものづくりを支え，リードする創造的実践的技術者を輩出してきた長岡・豊橋

両技術科学大学と国立高等専門学校機構が連携し， 

①海外で実践的に活躍できるグローバル指向の人材育成  

②国際競争力を持ち地域産業の活性化を実現できるイノベーション指向の人材 

育成 

を行います。 
 

これらは，三機関協働による産学官融合キャンパスネットワークや海外キャンパス

を活用しながら，イノベーション指向と海外展開指向のそれぞれの視点を意識しつ

つ，融合的に人材育成を行うことにより，グローバル社会をリードするものづくり人

材，すなわち世界で活躍し，イノベーションを起こす実践的技術者の育成を目指しま

す。 
 

３月１３日（水）１６時４５分から、三機関の学長・理事長が如水会館けやきの間

（東京都千代田区一ツ橋）において連携協定締結式を開催するとともに、記者会見を

行う予定としております。 

 

【本件のお問い合わせ先】 

長岡技術科学大学 

企画・広報室長 西山 

電話：0258-47-9009 

豊橋技術科学大学 

総務課長 山内 

電話：0532-44-6501 

国立高等専門学校機構 

企画課長 宮倉 

電話：03-4212-6811 



  

  
平成２５年３月１日 

 

平成２４年度国立大学改革強化推進事業 採択決定！ 

 

 豊橋技術科学大学は、今回採択された三機関（本学、長岡技術科学大学、国立高等

専門学校機構）が連携・協働した教育改革において実施する事業のうち、成長著しい

アセアン地域に海外キャンパスを共同設置し、日本人学生を「留学生」として現地に

送出、一定期間教育を実施する事業を主体的に担当し、世界的な視野を持つグローバ

ル技術者を育成する事業を展開します。 
 

 豊橋・長岡 両技術科学大学は、技術の基礎を学んだ高等専門学校本科修了生を学部３年次

に受け入れ、必修の正課授業として、学部段階で長期間の企業への実務訓練（インターンシッ

プ）を組み込むなど、実践的、創造的技術者の養成を意図した、他大学にはない教育システム

を開学以来３０数年間実施してきました。 

 

 グローバル人材が渇望されている我が国の現状に対して、今回、豊橋技術科学大学は「技術

者教育」という観点から、主体となって長岡技術科学大学、高等専門学校機構と連携し、最先

端技術に加え、グローバルな視点、多文化共生などに対する高い意識を海外で直接体験し学ぶ

ことができる環境を整備することで、新しい時代を開拓していく実践的グローバル技術者を育

成する事業を開始し、展開します。 

  

 本事業の一環として、平成25年度から、日本人学生のアセアン地域への短期派遣や、海外

インターンシップをより一層充実させ、３機関連携による共同教育コースの検討・試行等を行

い、３年後にアセアン地域に海外キャンパスを設置する計画です。 

 

 学生だけでなく、両技術科学大学の教員や高等専門学校教員も、ＦＤ（ファカルティ・ディ

ベロップメント）活動の一環として、約半年～１年間、海外キャンパスで教育・研究に携わる

計画です。 

  
 

今回採択された三機関が連携・協働した教育改革の「代表大学は長岡技術科学大学」と文部科

学省からは公表されておりますが、基幹大学は両技術科学大学であり、グローバル技術者の人

材育成事業については、本学、豊橋技術科学大学が主体となって事業を展開していくものです。 
 

【本件のお問い合わせ先】 

海外キャンパスをアセアン地域に共同設置 

新時代拓くグローバル技術者の育成に向けて 
－豊橋技術科学大学：三機関連携・協働教育改革主体事業－ 

国立大学法人豊橋技術科学大学 

総務課長 山内 和哉 

電話：0532-44-6501 

国立大学法人豊橋技術科学大学 Ｐｒｅｓｓ Ｒｅｌｅａｓｅ   


